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脱グローバル化の時代 

2016年は脱グローバル化が加速 

 英国のEU離脱 

 米国：トランプ大統領の誕生 

争点は「成長」vs「雇用」 

 成長は格差を拡大するだけ 

 雇用のための「国家」の復権 

起点は2008：リーマンショック 

 2011：東日本大震災 

 2015：地方分権ではなく地方創生 
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COC+の背景 

2014『地方消滅』→2015地方創生 

 地方の人口減少：自然減＋社会減 

 若者の流出：地方に雇用がない 

 東京圏への若者の人口集中 

まち・ひと・しごと創生総合戦略 

 基本目標：①地方における安定した雇用
を創出→KPI：5年後に東京の社会増ゼロ 

 地方の雇用創出→首都圏から地方へ 

 地元学生定着促進プラン→COC+ 3 
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COC+の特徴 

「総合戦略」基本目標の下請け 

 卒業生の地元定着10%引き上げ 

 県内大学の連帯責任制：事業協働機関 

 雇用創出への関与：事業協働区域 

地方国立大学の新たな使命 

 選定42件中、地方国立大学36(86%) 

 大学種別化：第1型(地域貢献)の選択 

 第3期中期目標を修正追加 
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COC+公募要領 

※本プログラムとしての目標値は、就職率は事業開
始前年度と比較して、事業最終年度に10％向上、
雇用創出は就職率＋10％の１割以上（注）の雇用
を事業協働地域に参加する企業等で創出すること
としていることから、その目標を超える意欲的な
目標設定している場合は、審査において積極的に
評価します。 

（注）事業協働地域で就職者200 人増を達成した場
合、20 人は創業や既存企業の雇用拡大から創出す
ることになります。 
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３．COCプラス事業について ③ 
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３．COCプラス事業について ④ 
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キーワードは「地域」と「雇用」 

農業経済学の国中心の性向 

 国の農業政策との密接性 

 食料という安全保障上のテーマ 

 国民経済的に見た効率性、合理性 

 私経済的合理性は第二義 兼業農業etc 

「地域」と「雇用」への視座は弱い 

 主産地（立地論）としての地域 

 労働生産性→過剰就業問題 

 経営規模論・法人化（経営形態）論 
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「地域おこし」という伝統 

歴史的に繰り返されてきたデフレ 
 日露戦後、昭和恐慌 

町村是、経済更生計画 
 地域資源の見直しと特産品の主産地化 

 副業・兼業による所得確保 

 地域の歴史と文化、自力更生の精神 

「地域おこし」の柱 
 地域のブランド化 

 六次産業化 

 新規就農  半農半Xetc 
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COC+と農業経済学教育 

国民経済的観点＋地域おこしの観点 
 地域と雇用から見た農林水産業 

 私経済的観点と副業（6次化）・兼業
（半農半X） 

農業という現場の教育力 
 情報収集はもっぱらスマホ 

 本を読まない：学びの浅さ 

 現場に触れることの価値はますます増大 

現場の課題にいかに触れさせるか 
 インターンシップなどの活用 
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